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■ヨーグルト・チーズ事業

売上高は前第３四半期連結累計期間を下回りました。プロバイオティクスやヨーグルトは、商品ラインアップを

拡充し、マーケティングを強化しましたが、健康価値を訴求する様々な競合商品の影響により減収となりました。

チーズも品目数削減の影響などにより減収となりました。

営業利益は、減収の影響に加えて、原材料コストやエネルギーコスト、マーケティングコストの増加により前第

３四半期連結累計期間を大幅に下回りました。

■ニュートリション事業

売上高は前第３四半期連結累計期間を上回りました。流動食「明治メイバランス」や、インバウンド需要が見ら

れた乳幼児ミルクは好調に推移しました。スポーツプロテイン「ザバス」もドリンクタイプを中心に好調に推移

し、前第３四半期連結累計期間を上回りました。

営業利益は、原材料コストやエネルギーコスト、設備増強による減価償却費の増加により前第３四半期連結累計

期間を大幅に下回りました。

■チョコレート・グミ事業

売上高は前第３四半期連結累計期間を上回りました。チョコレートでは主力の「チョコレート効果」や「きのこ

の山・たけのこの里」シリーズが好調に推移しました。市場拡大が続くグミは新商品の投入やマーケティング強化

により大幅に伸長しました。

営業利益は、原材料コストやエネルギーコストの増加により前第３四半期連結累計期間を下回りました。

■牛乳事業

売上高は前第３四半期連結累計期間を下回りました。品目数の削減や、家庭内需要の低下による大容量サイズの

数量減が影響しました。

営業利益は、減収の影響に加えて、新工場の稼働による減価償却費の増加により前第３四半期連結累計期間から

損失額が拡大しました。

■業務用食品事業

　売上高は前第３四半期連結累計期間を上回りました。緊急事態宣言による行動制限の影響を受けた前第３四半期

連結累計期間から外食や土産菓子の需要が回復し、バター、アイスクリーム、チョコレートが大幅な増収となりま

した。

　営業利益は、原材料コストの増加により前第３四半期連結累計期間を下回りました。

■フローズン・調理食品事業

　売上高は前第３四半期連結累計期間並みとなりました。主力の「明治エッセルスーパーカップ」や新商品「ブル

ガリアフローズンヨーグルトデザート」が好調に推移したアイスクリームは増収となりました。一方、調理食品は

減収となりました。

　営業利益は、原材料コストの上昇を価格改定によりカバーし、製造間接費が減少したことで前第３四半期連結累

計期間を大幅に上回りました。

■海外事業

売上高は、為替の影響もあり前第３四半期連結累計期間を大幅に上回りました。中国の菓子事業やアイスクリー

ム事業、東南アジアや米国の子会社が好調に推移しました。

営業利益は、主力商品の数量増や価格改定の効果により、前第３四半期連結累計期間から損失額が縮小しまし

た。

■その他・国内子会社

売上高は前第３四半期連結累計期間を大幅に上回りました。物流子会社１社が株式譲渡により連結対象子会社か

ら除外された影響がありましたが、糖類を扱う商社や飼糧子会社などの増収により、全体としては増収となりまし

た。

営業利益は、物流子会社譲渡の影響に加え、原材料コストの上昇による飼糧子会社の減益などにより、前第３四

半期連結累計期間を大幅に下回りました。
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区　分
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 75,099 36,694 △38,405

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,379 △41,796 3,583

フリー・キャッシュ・フロー 29,720 △5,101 △34,822

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,811 21,300 31,111

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,895 4,837 2,941

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 21,804 21,035 △768

現金及び現金同等物の期首残高 39,011 64,872 25,861

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 16 － △16

現金及び現金同等物の四半期末残高 60,832 85,908 25,076

２．財政状態の分析

〔資産〕

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は １兆2,149億70百万円となり、前連結会計年度末に比べて 975

億10百万円増加しました。これは受取手形及び売掛金が 438億07百万円、現金及び預金が203億17百万円、原材料

及び貯蔵品が105億47百万円、建物及び構築物が73億81百万円、投資有価証券が39億70百万円増加したことによる

ものです。

〔負債〕

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は 4,668億23百万円となり、前連結会計年度末に比べて 623億85

百万円増加しました。これは短期借入金が 356億27百万円、コマーシャル・ペーパーが250億円増加したことによ

るものです。

〔純資産〕

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は 7,481億46百万円となり、前連結会計年度末に比べて 351億

25百万円増加しました。これは自己株式が 96億30百万円増加（純資産としては減少）した一方、利益剰余金が 

226億33百万円、為替換算調整勘定が 219億98百万円増加したことによるものです。

　なお、自己資本比率は 58.2％（前連結会計年度末は 60.3％）となりました。

３．キャッシュ・フローの状況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務が増加した一方、税金等調整前四半期純利益や契約負債の減

少、売上債権の増加などにより、前第３四半期連結累計期間より 384億５百万円収入減の 366億94百万円の収入と

なりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、補助金の受取額が減少した一方で、有形固定資産の取得による支出の減

少などにより、前第３四半期連結累計期間より 35億83百万円支出減の 417億96百万円の支出となりました。

　これにより、フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・

フローの合計額）は前第３四半期連結累計期間より 348億22百万円支出増の51億1百万円の支出（前第３四半期連

結累計期間は 297億20百万円の収入）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーの増加や長期借入金の返済による支出の減少な

どにより、前第３四半期連結累計期間より 311億11百万円収入増の 213億円の収入（前第３四半期連結累計期間は 

98億11百万円の支出）となりました。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は 859億８百万円となりました。

４．経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 560,000,000

計 560,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 148,369,500 148,369,500
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 148,369,500 148,369,500 ― ―

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 148,369,500 － 30,000 － 7,500

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表についてEY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第１四半期連結会計期間において、明治アニマルヘルス株式会社を設立したため連結の範囲に含めております。

　株式会社ケー・シー・エスの株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

　また、当第３四半期連結会計期間において、Meiji Seika ファルマテック株式会社を設立したため連結の範囲に

含めております。

　明治医薬（山東）有限公司の保有持分の全てを譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

ことといたしました。これによる当第３四半期連結累計期間に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日

　　至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 193円91銭 168円12銭

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　　５億６千万株とする。

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　　11億２千万株とする。

（追加情報）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2022年11月8日開催の取締役会において、株式分割を行うことを決議いたしました。

１．株式分割の目的

　株式分割を実施し、当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上と投資

家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

(1)　株式分割の方法

　2023年３月31日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株に

つき２株の割合をもって分割いたします。

(2)　株式分割により増加する株式数

　　　　株式分割前の発行済株式総数　　　　　　　：　148,369,500株

　　　　今回の株式分割により増加する株式数　　　：　148,369,500株

　　　　株式分割後の発行済株式総数　　　　　　　：　296,739,000株

　　　　株式分割後の発行可能株式総数　　　　　　：1,120,000,000株

(3)　株式分割の日程

　　　　基準日公告日　　　：2023年３月15日

　　　　基　準　日　　　　：2023年３月31日

　　　　効力発生日　　　　：2023年４月１日

(4)　１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株式分割に伴う定款の一部変更

(1)　定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2023年４月１日をもって当社定款第６条に定

める発行可能株式総数を変更いたします。

(2)　定款変更の内容

（下線は変更部分であることを示しております）

(3)　定款変更の日程

　　　　効力発生日　　　　　2023年４月１日
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（重要な後発事象）

（固定資産の譲渡）

当社の医薬品セグメントの連結子会社であるMeiji Seika ファルマ㈱（以下、「Meiji Seika ファルマ」）

は、2023年１月５日に開催しました取締役会において、下記のとおり固定資産の譲渡について決議し、2023年１

月20日に物件の引渡しを行いました。

１．譲渡の理由

Meiji Seika ファルマでは、外部研究連携の強化と研究の効率化・最適配置の一環として、横浜と足柄にあっ

た研究機能を整理・統合し、足柄の「製薬研究所」に集約致しました。これに伴い、「横浜研究所」における研

究活動は終了し、以下の固定資産について譲渡することといたしました。

２．譲渡する相手会社の名称

SMFLみらいパートナーズ株式会社

なお、譲渡先と当社、その他当社の関係会社との間には特記すべき資本関係、人的関係、取引関係はありませ

ん。また、当社の関連当事者には該当しません。

３．譲渡資産の種類、譲渡前の使途

資産の名称　　　横浜研究所

資産の種類　　　土地、建物等

所在地　　　　　神奈川県横浜市港北区師岡町731番12

土地面積　　　　17,150.80㎡

建物延床面積　　24,772.49㎡

譲渡前の使途　　研究用設備

４．譲渡の時期

取締役会決議日　2023年１月５日

契約締結日　　　2023年１月20日

物件引渡期日　　2023年１月20日

５．譲渡価額及び損益に与える影響額

譲渡価額は譲渡先の意向により開示を控えさせていただきますが、競争入札により市場価格を反映しており、

適正な価額での譲渡と判断しております。

本固定資産の譲渡により2023年３月期（2022年４月１日～2023年３月31日）の第４四半期連結会計期間におい

て、約109億円の特別利益を計上する見込みです。
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２【その他】

2022年11月８日開催の取締役会において、2022年９月30日現在の株式数に応じて次のとおり剰余金の配当を行うこと

を決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………11,975百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………85円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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